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2) 厚生省研慎資料， 2ベ クD


























4) 厚生省研憧資料. 5へー え
同 「社会福祉法人の会計要領JN~nへ ジ。なおこの車則は，柑和52年4月から実施されること
になっている p













































































現 金 500，000円 I! 
定期預金 10，000，000円 I! 
土 地 100，000，000円 基本財産
建 物 50，000，00U円 。
E仕訳〕
7) i社会福祉法人の会計要領J 1-9へー ジ。
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社会福祉法人会計の問題点 (277) 9 
固定資産物品 5，000，000 寄付金収入 5，000，口'0
現 金 500，000 寄付金収入 500，日O
Ul 金 よ0，000，000 寄付金収入 10，凶0，000
土 f也 100，0口0，口'0 寄付金収入 100，000，000 
建 物 50，口00，000 寄付金収入 50，口00，口日目
〔基金組入れのための切返し仕訳7
同定資産取得費 150，0日0，000 基本財産基金 150，日00，000





































































11) ，社会福祉法人の会計要領J 1 -20-21ベ一、人





















































12) r社会福祉法人申告計要領J 1 -25-26ベージ。
13) 社会福祉事業怯第29長，第3条参照L





































































































































合 言十 A ロ 言ト
〔拠出収|支の部〉
固定資産取得費 |設備資金補助金収入
国定資産物品費 | か 寄付金収入
















































合 計 A ロ 計




















































































































社会福祉法人会計の問題点 (291) 23 
長期的に福祉事業の水準に影響を与えるため，かえって重視されなければなら
ないのである。
福祉事業会計は， このような点をふまえて，固定資産を中心とした事業遂行
に必要な資産を，切返し仕訳を媒介にして，基金勘定と通勤させている。法人
理事会が，国の基準にしたがって，事業遂行上必要と認めた主主本財淀や運用財
産は，福祉事業給付が継続されている限り，維持拡充が追及されるのは当然さ
あろう。そうした視点からは，基金に連動する固定資産の減価償却は，経常支
出に計上され，位置費等によって支弁される乙とは，会計処理としてもヮとも
柄祉事業に適した方法である。このことで， f士会資本としての福祉施設の維持
は，受益者負担から切断され，また，偶然的な任意の善意に依拠することなし
権利として，名目敏だけは保障されることになる。少な〈土も，補朴行政が福
祉事業を後退させないためには， この斜度の会計処理は保証きれなければなら
ないであろう。
2 区分表示計算の;官、義
社会福祉法人に経理規程準則を連入する直接的契機は，公的資金としての措
置費支弁の増額にもかかわらず，それが有効に活用されτいるのかどうか，チ
ヱックできない点にあった。確かに，公的資金は有効に活用されなけ土Lばなら
ないし，その経理は，常に，ガラス張りが望ましい。
本稿で提案した収支計算書の区分表示は，公的資金や私的資金の収支を，福
祉事業の性格により，経常収支と拠出収支の二つにしたものである。これによ
って，会計処限七，福祉事業の経常収支のパラン月がどの程度の水準であるか
を示すと同時に，社会資本としての性格をもっ福祉事業施設の拠出源泉別内訳
が明らかになる。とくにこのことで，経常収支剰余金を正確に把握でき，剰余
金を経由して，基金勘定に振替えられる部分が明確にとらえられる乙とになる。
もっとも，基金助定への振替による切返し仕訳は，固定資産の取得があれば
無条件に行なうのではなく，当初下算として計画されている設備予算の執行に
ついては，自動的に切返し仕訳を行なうが，当初計画にない設備購入は，当初
24 (292) 第118巻第5.6号
予算の修正として，理事会などの計画変更承認の手続が必要となろう o
また，社会的水準を超えている施設のばあいには，その減価償却補填は一定
の自己負iC!ー を導入する ζとも過渡的には必要であろう。
収支計算書のこのような区分は，経常収支における支出補償を公的資金に要
請するばあいの重要な論拠となる。福祉行政が負担する内容のちがいが，会計
処理上明確に区分される乙とは，公的資金の有効利用のチヱックにとって，き
わめて効果的となるのだが，その 4 とは同時に，行政ω負担が不十分であり，
行政に対する公的資金の支弁を増額して欲しし 1とし、う福祉法人側の要求に根拠
を与える役割をも果たすことになるのであるo
拠出収支取引の明細は，福祉事業遂行上，社会資本に対する公的資金の負担
比率を明瞭に表示することになり，施設の社会的水準の評価の問題と同時に，
行政の社会的共同消費手段に対する負担のちがし、を示すことになるであろう。
これは，会計計算の内容が，福祉法人の給付効率の点検と同時に，福祉行政の
水準や姿勢そのものに対するきわめてドライなデーターとして機能することを
意味する。福祉運動は，会計テーターを自らの運動を発展させるために活用で
きるような討算書にすることも，今回の経理規程準則の導入のばあい，必要な
視点、であると思う。福祉法人の会計は，福祉充実のための手段とされることは
あっても，公的資金による福祉負担を値切り，福祉の「受益者」に負担を強化
するための方便にされてはならないのである。
3 公表について
社会福祉をほんとに前進させるためには，その一つの努力として，社会福祉
法人会計の内容を，監督官庁や法人の理事会にのみ報告すればよいということ
で実現するものではない。社会福祉事業に直接的に関係する人々，とくに利用
者である福祉給付の「受益者」やその保護者に対し，また，法人や施設の峨員
や職員団体に対し，最低限，公開されなければならない。
本来は，監督官庁に届け出られた会計書類は，誰もが閲覧複写亡きるように
制度化されていなければ，会計の社会的責任は果たせないのである。
